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� はじめに
インターネットの普及により，さまざまな問題・事

件・事故が発生するようになった．現在の状況を見る
限りは，これらの問題に技術・法律・制度上のさまざま
な対策がとられている．しかし，こういった対策を施
しても，問題・事件・事故はいっこうに減少しないどこ
ろか，むしろ，利用者の増加を上回る速度で問題・事
件・事故が増え続けている．したがって，より安全な
情報化社会を実現するには，今までに考えられなかっ
たような効力を持った新しい原則と仕組みの導入が必
要になるだろう．

本発表では，「プライバシー」に関わる問題を取り上
げ，現在行なわれている技術・法律・制度での対策の
問題点を指摘する．そして，「プライバシー情報」に対
する適切な取扱が，経済的な利益を優先することと一
致するような制度として，プライバシー情報に使用料
金を設定すること，情報取扱業者の格付けシステムを
作ること，そのうえで保険システムを整備することを
主張する．

� 原理的考察� 「プライバシー権」と「プラ
イバシー情報」

「プライバシー」という言葉は，さまざまな意味で
濫用されている．そのため議論が収束しないことが問
題を複雑にしてしまっている．���関連におけるテク
ニカルタームにおいても，「プライバシー」は個人に関
わる情報に限らず「秘匿性 ��������	一般」と混同され
ている 
�� �．	

多くの文脈で用いられているように，「プライバシー」
とは，「個人が自分に関わる情報の流通をコントロール
する権利」とすると，「プライバシーと結びつく情報は
必ずしも保護されなければならないものではない」と

� �������� �	 
���� � ��� ��������� ������ �	

���������� �������

������� ���	
�� ����� ���������� ������� ���	�����
�������� 
� ����� �	 	�
!�	��� "
#	 ��� 	$%����
�������� 
� �
��&�$	 ��� ���
$����
� ���	��	� �&��	 '$	�	�(
��$�� ��� 	$%����
�������� 
� �
���� ���	��	%� �
%	� ��� 	$%����
���%���)*	�����
#	(������!� %(�����	)%
����&��	(!������!�
���	���)
$�
�����������
%	������!

いうことになる．ここには言葉の混乱がある．前者で
は「情報」のことを「プライバシー」と呼んでおり，後
者では「権利」のことを「プライバシー」と呼んでい
る．そこで，本発表では以後，前者を「プライバシー
情報」，後者を「プライバシー権」と使い分ける．

��� 個人情報がプライバシー情報となりうる条件

「プライバシー情報」は実際には多様な情報からな
りたっている．例えば，�����
��は個人情報を以下の
��通りに分類している．��	身元確認や資格について
の個人情報 �	財務情報 ��	保険情報 ��	社会的サー
ビス情報 ��	公的サービス情報 ��	不動産情報 ��	

娯楽情報 ��	消費者情報 ��	雇用情報 ���	教育情
報 ���	法的情報

こうした情報が「プライバシー情報」となるには一
定の条件がある．例えば，「氏名」はそれ単独では「プ
ライバシー情報」ではない．「その氏名」が特定の個人
�あるいは，集団	と結びつくことが必要である．ここ
でいう「結びつき」が「この人の情報かも知れない」と
いう程度の弱いもの �噂	でもそれが「プライバシー情
報」になることがあるが，いずれにせよ，特定の個人
と無関係な「氏名」は，「プライバシー情報」となりえ
ない．

同じように考えると，生年月日・学歴などの情報も，
それ単独では「プライバシー情報」とはならない．し
かし，住所や電話番号などは，その情報単独では確か
に「プライバシー情報」ではないが，住所ならそこを
訪ねることができるし，電話番号ならそこに電話をか
けることができるという点で，本質的に異なるタイプ
の「プライバシー情報」である．

このように考えると「プライバシー情報」において
特徴的な性質は，「個人と結びついているか，結びつけ
ることが可能である」ということになる．

��� 「プライバシー情報」の具体的内容は何が定め

るか

前節で取り上げた「プライバシー情報」の具体的な
要素は，絶対的に定まっているものではない．本項で
は，この点について考える．



����� メディア依存性

例えば，「個人の氏名と電話番号が結びついた情報」
は，「プライバシー情報」として考えられるが，これは，
「電話」という社会インフラが出来上がっていて初めて
有効となる「プライバシー情報」である．その意味で，
対策が放置されたまま普及することを繰り返さないた
めには，まだ登場していない情報メディアに対しても，
そのメディアが「プライバシー情報」を扱う可能性が
あるのかないのかを検討する必要がある．

����� 探索空間依存性

例えば，最近引っ越してきた隣人の氏名を新聞記事
データベースに入力することで，隣人の �報道されるよ
うな	犯罪 �検挙	歴の有無がわかるようになった．高
速で大容量のデータベースが存在しなければ，このよ
うな情報を入手することは不可能である．

こういった情報探索は，新聞縮刷版が紙でのみ提供
されていた時代には，現実的に不可能であった．この
ように，主にデータベース技術を始めとする情報処理
技術の進展による探索空間の拡張が行なわれることで，
「プライバシー情報」の具体的な要素は変わることが
ある．

����� 「プライバシー情報」と技術の変化

ここまでに述べたように，「プライバシー情報」とし
てとらえることができる情報は，技術的な進歩によっ
て大きく変化する．従って，「プライバシー保護」のた
めの原理・原則を考えるならば，それは，新しいメディ
ア・新しい情報処理技術の出現可能性も前提とした規
制手法をとらざるえない．

このことは実際の方策を見ても明らかだと思われる．
例えば，アメリカが採用している「メディア毎の「プ
ライバシー保護」方針」では新しいメディアの登場に
追い付かないし，��が採用している「プライバシー
情報毎の保護方針」では情報処理技術の進歩に対応で
きないことになり，いずれの場合も適宜，保護対象や
保護方針を修正しながら運用をする必要が生じる．

� 「プライバシー情報」の収集と利用
本節では，「プライバシー情報」が，どのように収集

されて，どのように利用されているかについて考える．

��� 「プライバシー情報」の収集

「プライバシー情報」が集められているものの代表
として名簿がある．この場合の「プライバシー情報」
は，買取業者が正当な名簿受取人から手持ちの名簿を
入手し，入力，データベース構築という手順をたどっ
て構築されていた．いわば，不正に入手された情報で
ある．他にも，名簿印刷業者や名簿取扱担当者から情

報が漏洩する「組織内犯罪」や，「非常に条件のいいア
ルバイト募集広告」を使って履歴書から収集する「無
知につけこんだ情報収集」という手の込んだ手法も現
れつつある．
しかし，最近は「プライバシー情報」を利用者から
直接，堂々と収集する方が一般的である．例えば，現
在，多くの企業が商品購入の際に生年月日・年収・趣
味・家族構成などを申込書に書かせている�．そして，
このとき記入されたデータは顧客リストとなり，新商
品の広告などに使われる．こうして集められた「プラ
イバシー情報」は，その企業にとって価値のある情報
であるから，一般には企業外部に漏洩することはない．
しかし，その企業が算出する価値を越える価格で外部
から購入希望があった場合，「プライバシー情報」が企
業外に持ち出される可能性を否定できない．

��� 「プライバシー情報」の利用

「プライバシー情報」の利用には，「経済的な理由を
持たないもの」と，「経済的な理由を持つもの」がある．
前者は，心理的・感情的な理由でストーカー行為や差別
に代表される反社会的行為に結びつくことが多い．一
方後者は，利用する側の動機が経済的な利益に限定さ
れているため，必ずしも反社会的行為に結びつくとは
限らない．
個人の趣向や癖などは，「プライバシー情報」として

考えることができるが，大多数の人は，「それを全く他
者に知られたくない」とは思っていない．例えば，ダイ
レクトメールは，商品を購入する予定のない人にとっ
ては全く無駄で面倒なものであるが，商品を購入しよ
うという意志ある人にとっては非常に便利なものであ
る．「プライバシー情報」について考えるとき，こうし
た形での利用が進んでいることを前提として，「プライ
バシー情報」のコントロールを考え直す必要がある．

��� 「プライバシー情報」の経済的価値

情報処理技術が発展するにつれて，これまでに述べ
てきたような「プライバシー情報」の利用が進み，「究
極の情報化社会」ともいうべき状況が出現する可能性
がある．
例えば，この社会では，飲料メーカーは、自動販売

機に多くの種類の飲料を平均的に充填し、もっとも広
い可能性において想定される顧客の嗜好に応えるよう
備えておく必要がなくなる。彼らは、ある時間におけ
る顧客とその人数、嗜好を高い確度で予測しうるため、
自動販売機の商品構成と充填方法を最適化することが
できる。
もし，私たち人間の一つ一つの行動のほとんどが予
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は業界団体によって一定のフィールドが提案されているが，普及し
ているとは言いがたい．



測可能になれば，それに見合った経済システムができ
る．その世の中では，「プライバシー情報」をすべて秘
匿することは不経済な行為となる．もちろん，「そんな
世の中はいやだ」と言って逃げ出す人もいるだろうが，
システムが進むとそのような人の存在さえも計算され
るようになるだろう．
このような仮定を敷衍させると，情報化社会のいき
つく先で，経済的効率性という理由の下に，「プライバ
シー情報」が保護されなくなる可能性を指摘できる．
それに対する別の解としては，経済的効率性を備え

ながら自由度の高いシステムが考えられる．すなわち，
プライバシーを守りたいという人は，守ることが選択
でき，しかもそれが経済原理に叶うようなシステムで
ある．このシステムについては事例分析を行なった後
であらためて提案する．

� 事例分析� 「プライバシー情報」の漏洩
インターネットは，コンピュータを使った蓄積交換型

のコミュニケーションメディアである．また，すべての
情報がデジタル化されて流通するために，コンピュー
タが最も得意とするデータ処理の能力によって従来で
は非常に手間のかかる情報の収集や分類，抽出といっ
たことを誰もが容易に行えてしまう．また，一度蓄積
されたデータはコピーされることによって幅広く流通
し，理論的には未来永劫まで残る可能性がある．
こういった特性は，利用方法によっては非常に有用

となる反面，残ってほしくない情報まで影響されるこ
とによって問題を引き起こす．こうしたことに加え，誰
もが簡単に参加できることから，以前のようなコミュ
ニティベースで発展していた時代には考えもつかない
ような事象を経験するようになった．
本節では，プライバシーに関連した事件・事故の具

体的分析を通じて，問題を深刻にし対策を困難にする
特徴について考察する．

��� 人材派遣会社名簿流出事件
人材派遣会社の � 万人分の名簿データファイルが，

データベースシステム開発をしていた契約社員によっ
て持ち出され，この社員が開設した ��� �� � で販売
されていた 
��．従来の名簿流出事件では，多くとも数
千人の情報が流出しただけに過ぎないが，この事件で
は，�万人というこれまでにない多量の「プライバシー
情報」が流出した．そして，これらの「プライバシー
情報」は，デジタル化された情報であるから，容易に
複製・再利用されることになった．
更に問題を深刻にしたのは，女性派遣社員のリスト

に，その女性の容姿に関する情報が含まれていたこと
である．�万人の紙で印刷された名簿の中から，一定
の条件を満たす人だけをすべて抽出することは容易で

はない．しかし，デジタル化された情報ならば，この
ようなことは簡単である．

そして，この事件は犯人逮捕後も問題を残すことに
なった．�万人分の名簿のすべてのページのコピーを作
成することは容易ではない．したがって，紙の名簿な
らば，印刷された名簿そのものを回収すれば良い．も
しこの事件が，紙の名簿ならば犯人逮捕からまもなく，
「プライバシー情報」も回収されたであろう．しかし，
この事件における「プライバシー情報」はデジタル化
された複製が容易なデータであった．そのため，事件
後も，名簿に登録されていた電話番号に，いたずら電
話などがかかり続けた．

��� 京都府宇治市住民基本台帳データ流出事件

京都府宇治市の住民基本台帳データが，同市の乳幼
児健診システムの開発に携わった元大学院生によって持
ち出され，データが名簿業者に販売された 
��．この事
件で特徴的なのは，万件という情報量の大きさであ
ると同時に，市の「電算組織に係る個人情報保護条例」
の改定時期と事件発生から逮捕が重なった点である．

個人情報の保護については，各自治体において条例
などで法的な対策がとられるようになってきている．例
えば，すでにあった条例を，インターネットなどにお
ける犯罪にも適応できるように変更するなども，こう
いった対策の一つである．この事件では，旧法が廃止
され，罰則規定が改定されたため，「事件が起こったと
きの法律」で罰することができないということで，不
起訴処分となった．市は，この判断を不服として控訴
をしている．

こういった問題点は，法律運用上の問題点であり，本
来ならば「プライバシー情報」に固有の特徴を示した
事件であるとはいい難い．しかし，「プライバシー情報」
の漏洩事件が頻発する現在，不十分な技術的理解のま
ま法令を廃止してしまったということは，この種の問
題に対して，「急速に進歩する技術」と法律面との両方
を見る「複眼的な対策」を立てることが難しいという
ことを示唆している．

��� ���顧客情報漏洩事件

!"!研究所 �京都市	のホームページで，同社から
書籍やビデオを購入した �万 ����人以上の「プライ
バシー情報」が，外部からアクセスできる状態になっ
ていたことがわかった 
��．

この「プライバシー情報」への外部からのアクセス
は合計 � 回であったが，情報が公開されてから対策
がとられるのが早かったことが事件の影響を減少させ
る方向に働いた．そのため，先述の「容姿ランキング」
のついた名簿の流出と異なり，犯罪に結びつく危険は
より少ない．



この事件の特徴は，「プライバシー情報」の公開が誰
も意図せずに行なわれたことである．すなわち，前述
した  件の事件と異なり，この「プライバシー情報」
を犯罪に利用しようという意図をもった人はいなかっ
た．にも関わらず，「プライバシー情報」が漏洩してい
ることは注目すべきである．紙に印刷されている情報
ならば，「知らず知らずのうちに誰でも見ることができ
る状態になっていた」ということはない．複雑なイン
ターネットの成立ちや，コンピュータの設定の問題が
理解できない限り，この種の事故は無くならない．

� 「プライバシー保護」対策の現状

このように，「プライバシー情報」の漏洩・利用によ
る犯罪が発生するようになったことから，その対策を
考える動きが起こりはじめている．本節では，技術・
法律・制度・教育のそれぞれの立場において，「プライ
バシー保護」・「プライバシー情報」漏洩対策がどのよ
うに行なわれているかを取り上げる．

��� 技術的対策
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ではサービスのプライバシー・プロポーザルに対して
利用者が合意するという枠組みを設計中である．しか
し，業者が合意にしたがってサービスを行うという保
証はない �すでに，経営破綻した企業がそれまでのプ
ライバシー・ポリシーに反して顧客情報の売却を行な
う事例も起きている	．さらに各国の法律が対応するこ
とを期待するのは非現実的であろう．

��� 法律的対策

日本では，内閣が設置した「高度情報通信社会推進
本部の個人情報保護検討部会」�座長・堀部政男	が，「わ
が国における個人情報保護システムのあり方について
�中間報告	」を提出し，さらに，「個人情報保護に関す
る法案」の私案 
��が発表されている．この法案では，
本発表で「プライバシー情報」と呼んでいる個人情報
を，その情報対象者の意図しない利用をする者 �法の
違反者	に対し，制裁を与えるというものである．

法律の骨子として，以下の項目が挙げられている．
��	個人情報を収集する際には目的を明確化し，本人確
認する．�	目的外の利用・提供を制限する．��	デー
タ内容の漏えい防止策を義務付ける．��	個人情報保有
状況の公開と本人への開示を行なえるようにする．��	

個人情報保護の責任者を明確化し，苦情処理・相談窓
口を設置する．

これらの法案に対して，各業界団体などからのヒヤ
リングが行なわれていて，いくつかの修正を経て国会
に提出・立法化される見込みである．

��� 制度的対策

このような技術的対策による不可能性の追求や，法
律的対策による制裁システムの構築の他に，「プライバ
シー保護」に関心のある組織を公に認定することで，「プ
ライバシー保護運動」を推進しようという制度的対策
も取られている．

まず，通商産業省から，「民間部門における電子計算
機処理に係る個人情報の保護に関するガイドライン」
が ����年 �月 �日に発表され，このガイドラインを受
けて，「個人情報保護に関するコンプライアンス・プロ
グラムの要求事項 �,�- . �����	」
���が作成された．
この「要求事項」に遵守している組織は，�財	日本情
報処理開発協会 �,�!/�$	より「プライバシーマーク
制度」の使用が認められ，広告などにこのマークを使
用することができるようになる．

ここでチェックする「要求事項」は，「システム監査」
の立場から作られたもので，組織や体制つくりなどを中
心にチェックを行なっているという点が特徴的である．

このような安全をうたったプライバシーシールを表
示するプログラムはアメリカでも民間ベースで進めら
れている 
���が，仮にそのシールが適正なものだった
としても，そのシールがない業者に対しては何も情報
を得ることができない．また，現段階では携帯型文字
端末での表示について配慮されているとは言いがたい．

先の技術的対策と同じく，「罰則規定が無い」，そし
て，組織制度面に注目するために「時代に即応した技術
的検討がなされていない」という問題点を指摘できる．

��� 教育的対策

今までに述べてきたような技術的・法的・制度的な対
策が行なわれてきても，実際にシステムを管理するの
は人間であり，法的制裁を加えるのも人間であり，制
度は人の組織から作られる．したがって，こういった
対策をネットワーク利用者の間に浸透させるためには，
教育の問題を避けて通ることはできない．
しかし，現在の教育課程における初等・中等教育に
おいては，「プライバシー保護」を目指した内容はほと
んど扱われていない．むしろ，競争社会時代の遺産を
ひきずった形で，児童・生徒の氏名や成績に代表され
る「プライバシー情報」が，積極的に学内で公開され
ている．このような学校社会で育ってきた子どもたち
に，「プライバシー情報」のコントロールの必要性を説
くことは容易ではない．

一方で，これらの「プライバシー情報」を，学校が
インターネットを通じて発信することに対して，強い
抵抗感が保護者や教員の間にある．これは，児童・生
徒の「プライバシー情報」が学外からでも検索できる
ようになることへの抵抗・嫌悪感であると同時に，防
犯上の観点からも必要になったからである．だが，そ



の抵抗・嫌悪感が，「犯罪の温床であるインターネット
に情報を公開する」という未知なものに対する恐怖心
から不必要に増大されていることも否めない．

新たな対策としては，���年から高等学校でも新課
程による教育が始まり，新しい教科「情報」の授業が
必修教科として設置される．新教科「情報」では，「情
報モラル」という言葉で，情報処理機器利用上の注意
点などを取り上げている．しかし，プライバシー関連
問題は，約 ��0の学生が履修すると見られている「情
報 1」では，全体の約 �0 以下の時間しか扱われる見
込みが無い．また，約 ��0の学生が履修すると見られ
ている「情報 2」では，プライバシー関連問題は，ほ
とんど扱われる見込みが無い．情報モラルなどの話題
を重点的に扱っている「情報 $」を履修することにな
る生徒は，最新の予備調査によれば，�0 という数字
が出ている．したがって，���年以降も，教育課程の
充実によって「プライバシー保護」対策がとられるよ
うになるとはいえないだろう．

� 「プライバシー情報」漏洩に対する補償
システムの提案

	�� ビジネスモデルの提案

前節で述べてきた各種の対策は，インターネットが
普及した後の情報化社会における「プライバシー保護」
という観点での総合的な方策とはいえないのが実情で
ある．我々はそれに対して，技術的に十分な検討を前
提に，「評価と保険」を中心としたシステムを確立する
ことと，それを十分なビジネスモデルとして成立させ
るべきであるという提案を行なう．

	�� 補償問題

「不良品の発売」や「不適切な表現を含む書籍・新
聞の発売」などと比べ，「情報の望まれない開示」固有
の問題点として，「回収不可能性」がある．不良品は回
収すればよいが，一旦，不特定多数に公表された情報
は回収できない．物理的な「モノ」と「�特にデジタル
化された	情報」の特徴の違いが，深刻な形で出現し
た例といえるだろう．

この問題を技術的手法で解決するならば，「複製すべ
きでない情報を照会するサイト」を設置し，すべての
複製装置 �ネットワーク上のバッファなどを含む	が，
情報の複製を行なうたびにネットワーク経由でこのリ
ストに照会するように作ることを義務づけるしかない．
現実に，無効なクレジットカードの番号はこのような
形で提供され，クレジットカードを使うたびに，その
カードが使用可能かどうかの確認が行なわれる．だが，
クレジットカードよりも更に広く，すべての情報の複
製に際して，このようなシステムへの照会を行なうよ

うに義務づけるのは，現時点でのネットワークインフ
ラでは非現実的である．

同様に，既に本発表で指摘したように，法的・制度
的対策の完全性を主張するには，人的信用を保証する
必要がある．

そこで我々は「望まれざる情報の開示」を完全に防
ぐ技術・法・制度的な対策がないならば，そのような
開示を防ぐ 経済的システムの提供が必要であると考え
た．すなわち，「望まれざる情報の開示」には，犯罪防
止効果を期待できる程度の補償を行なう必要があると
いう仕組みである．

この仕組みの基本的な考え方は，第三者による情報
の利用に対して利用権の持ち主が代償を要求できると
いうものである．すなわち，ここで提案する補償シス
テムは，「プライバシー情報」の内容が変動するのに対
して、「プライバシー権」を静的なものとしてとらえ、
その権利侵害に対する一種の補償金という形で、使用
料を設定する仕組みである．

	�� 評価機関の設置

次に必要となるのが，「プライバシー情報保護」に関
する評価機関の設置である．例えば，「プロバイダーＡ
は顧客の個人情報を保護できる体制を構築しているが，
プロバイダーＢではそのような体制ができていない」
というようなことを外部機関で評価する．

先述したように，個人情報は必ずしも保護される必
要はない．利用者によっては自らの個人情報が他者に
利用されても気にならない人や，あるいは積極的に自
分の個人情報を開示する人もいる．そのような人にとっ
ては，個人情報保護に熱心なプロバイダーよりも，利
用料金の安いプロバイダーを選ぶことができるように
なる．

この評価機関は，本発表で述べた「技術的」「制度
的」「�社員	教育的」な対策を評価できる機関となるこ
とが求められる．また，すでに実績がある債権3財務の
格付け機関 
��と同じく，評価基準についての情報公
開が行なわれ，複数の評価機関を選択できることが望
ましい．

	�� 「プライバシー情報」漏洩保険

補償システムと評価機関が整えば，それを計算根拠
として，「『プライバシー情報』漏洩保険」が商品とし
て成立することになる．したがって，先ほどの評価機
関は，保険会社の共同出資による運営が望ましいとい
える．

例えば，自動車保険の場合は，事故の多い車種ほど
保険掛金が高くなるように設定される．「プライバシー
情報」漏洩保険は，先ほどの評価機関のランキングを
元にして，プロバイダー毎の掛金を設定すれば良い．



そして，このような「補償金システム」「プロバイ
ダー格付けシステム」「プライバシー情報漏洩保険」が
すべて有効に機能しはじめれば，「プライバシー情報市
場」が形成されるようになる．

� 比較と評価

最後に，最近のプライバシー関連ビジネスとの比較
を通じて，本発表が提案するモデルの評価を行なう．

米イーノニマス・コム社 ���(��)(4�5�()	の調査と
評価は昨年に話題となった．同社が開発した『��+*�(�』
は，ユーザーがサイトを訪れると，そのサイトの「プ
ライバシーポリシー」の格付けを �つ星から �つ星ま
での �段階で表示する．

この外部評価の試みは本発表で扱った「プライバシー
情報」保護の評価機関と同じ方向性を持っているが，経
済的モデルと評価方法が異なる．同社のサービスでは
ビジネスモデルが確立しておらず，運営においてはオ
ンライン広告料に依存し，またいわゆる「プライバシー
保護団体」の支援を受けている 
���．それに対して本
提案では，意図され公表されたプライバシーポリシー
を評価するのではなく，技術的・制度的・�社員	教育的
な評価に注目している．さらに，格付け機関と漏洩保
険によるビジネスモデルを提案することで，選択と補
償のための新たなシステムを示した．これは従来のプ
ライバシー保護対策にはない新規のアプローチである．

	 おわりに

本発表では，「プライバシー情報」という枠組を導入
して，個人と情報の結びつきを分析した．特に，情報
処理技術の発展が，「プライバシー情報」の範疇を変え
てしまうことと，昨今の「プライバシー情報」に関連
する問題・事件・事故を取り上げた．

こういった問題の多くは，心理的な動機ではなく，経
済的な要因が事件を広範囲かつ深刻にしていくことを
指摘した．そこで，技術・法律・制度・教育などの対策
のみならず，経済的な効力が「プライバシー情報」の
適切な流通とコントロールを促す仕組みとして，「プラ
イバシー情報利用権」を確立して使用料金の算出を容
易にすると共に，「プライバシー情報」の保護に関する
格付け機関と保険制度の導入を提案し，類似サービス
との比較評価を行なった．

今後は，このような「プライバシー情報ビジネス」の
成立可能性を議論するとともに，「格付け機関が調べる
べき項目」を具体的に提案する予定である．また，不
正アクセス防止法に違反しないようにしながら，プロ
バイダーや一般企業の「プライバシー情報保護方針」
を正確に調査するための技術開発も検討したい．
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概要

インターネットが普及するにつれて，さまざまな問題が生じるようになってきた．そ
のなかでも「プライバシー関連」といわれる問題には，技術的対策，法律的対策，制
度的対策などが考えられてきた．しかし，どの対策も完全にプライバシー情報の漏洩
を防ぐことは出来ない．

プライバシー情報が持つ「回収不可能性」という特徴を考えると，こういった情報が
洩れないようにする対策を考えるよりも，むしろ，洩れたときの補償システムを充実
させる方法がより効果的である．そこで，本発表では，�� 「プライバシー情報利用補
償金の算出の仕組み」��「プライバシー情報取扱業者の格付け」�� 「格付けに応じた
ネットワーカーズ保険」のそれぞれを成立させるべきであるという提案をする．そし
て，従来のプライバシービジネスとの比較評価を行なう．


�����

�� ��	 
��	��	� 	���	 �	����� ���	����	 �� ��	 �	�	��� ������ ��	 �	�� ���������

���	 �� �	�	� �� 	�	������� ���� �	������ ������������ ���	� �������� �	�� ������

����	��� � �	� ��� �� ��� !���	�� ����������� �� ��������� �	�� �� 	 ���� ��" ��

����	�� ��	�	 ������������ #�� 	�����	� 	��������� �	���� �� �	������� ��	�� �� ����

�	���� �� ��� �	��	��� $�	 �	���������� � ��	 ��" "���� ��	 �	���	� ����� ������� ��

�� �	��	�� ����� $�	 ������� ���% ����	� �� �����	� ��� ��	�	 �	���� &�� ���� ���% ��

��� ������� ��� ���� ����	� �� ��� "��% "	���

'��	 ���	��	(� ����������� ��	 ��	��� "	 ������ ����	�� ��� ����� ��� ������������

$�	 �����	 ����	����� ����	� �� �	������ ����������� �� ��� "��%� )� "	 ������ ��

���� � ����	��� �� ��	 ����	� ��� 	��������� �		 �� ��	(� ������� ������������ �� ��	

���%��� ����	� ��� �����	 ����	�*�	��	� �������	�� �� ��	 ��������	 ����	� ��	� ��

��	 �		 ��� ��	 ���% �� ����	�*�	��	��


